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はじめに
　自治体が職員数削減をはじめとする減量型の行政改革に取り組む契機の
一つとなったのは、1985 年に旧自治省が「地方公共団体における行政改革
の方針の策定について」（以下「85 年通知」という。）により行政改革大綱
の策定等を指導したことであろう。これ以降、1994 年の「地方公共団体に
おける行政改革推進のための指針の策定について」（以下「94 年通知」とい
う。）」、1997 年の「地方自治・新時代に対応した地方公共団体の行政改革の
ための指針の策定について」（以下「97 年通知」という。）」、そして、2005
年の「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定につ
いて（以下「05 年通知」という。）」といったかたちで、国から自治体に改
革を求める、「上からの改革」という図式が定着してきた 1。
　このように、自治体の行政改革を「上からの改革」と捉える考え方は、国・
地方関係を集権・融合型等と捉えてきた地方自治研究の流れとも親和性を
もっている 2。
　 し か し な が ら、1990 年 代 に 入 り、 地 方 分 権 改 革 の 流 れ の 中 で、
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1 「地方においては、自治体による主体的な発意というよりは、国の審議会の提
言や自治省（当時）からの通達を受けて、自治体の行政改革が進展していっ
た。国の意向を受けて自治体が行革大綱を初めて策定したのもこの時期（1980
年代のこと）であり、以後今日に至るまで、行革大綱に基づき行政改革を進
めることが、自治体における行政改革の標準型となっている」（田中 2010：4）
とされる。 
2 こうした点は天川 1986 をはじめ、多くで論じられている。
「上からの改革」という枠組みを飛び出て、自ら行政改革を公約に掲げ、選
挙戦を戦い、首長に就任する、「改革派の首長」が注目を集めるようになる。
改革派の首長が進める自治体改革の対象は、職員数削減にとどまらず、行政
評価の導入、旧来の役所の体質の変革等多岐にわたっている 3。厳しい財政
状況、少子高齢化等の社会環境の変化、分権改革の流れを踏まえれば、地域
の実情に応じ、首長を中心として自治体が自発的に改革に取り組む必要性は
大きい。
　地方分権を推進し、国から自立した行財政運営を行おうとする立場からは、
住民の支持を得た首長が職員数削減をはじめとする自治体の改革に取り組む
構図は説得的である。一方で、総論としては改革の必要性に賛成するものの、
個々の改革には痛みが伴うし、可能であれば着手したくない、先送りしたい
との意向が働くことも想定され、さらには、改革の揺り戻しが起こることも
考えられる。実際、「闘う知事会」は「国庫補助負担金改革」「国から地方へ
の税財源の移譲」「地方交付税改革」を一体的に実施する三位一体改革に際
して注目を集めたが、都道府県間の利害の相違を超えて調整を行うことがで
きなくなった（青山 2005、片山 2008）。また、改革派の首長が交代すると、
多くの場合、後任はその成果を継承しない（田村 2014：204-206）といわれ
ている。
　このように改革には、痛みが伴うことから、先送りされがちで、継続が困
難とされる。こうした中で、2000 年の分権改革以降、「上からの改革」とし
てではなく、自治体自らの発意に基づき「自立した改革」が行われえるのか 4、
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3 田村は改革派首長の共通項として抵抗勢力を明確にする、危機感を煽る、マ
スメディアや SNS を上手に利用する、外部から積極的に人材を活用する、情
報公開に積極的に取り組む、既成政党とは微妙な距離感を保つ（田村 2014：
141-156）といった点を挙げている。ここでの「改革派の首長」は、マスコミ
で等で、特定の何人かの知事を指すような使い方を踏まえたものといえよう
が、本稿では、公職研 2006：3 等も参考とし、広くとらえている。
4 実際、2000 年の分権改革以降もほとんど変化していないという調査結果もあ
り（村松 2009:11）、分権改革の成果として自立的に行財政運営が行われてい
るかについては単純でないといえる。　 
職員数削減が進められる要因を明らかにすることで、不断の改革が求められ
る人口減少時代における行政運営に何らかの示唆を得ることができると考え
られる 5
　このため、本稿は、2000 年の地方分権改革による変化に着目しながら、
指定都市を対象とした計量分析を通じて、自治体が職員数削減に取り組む要
因等を明らかにすることを目的とする。なお、ここで、指定都市を対象とし
た理由は後述する。また、本稿は事実部分を除き、筆者の個人的な見解であ
ることをあらかじめお断りしておく。
1　本稿の視点、先行研究
1. 1　本稿の視点
　職員数削減をはじめとする減量型行政改革は、特定のサービスの削減等を
行うことで既得権益に切り込むことから、削減の影響を被る主体は明確とな
りやすい。一方で、得られる財政健全化の効果は他の施策に広く薄く配分さ
れることが多いため、住民からは見えにくく、受益者の特定が困難であり、
総論賛成・各論反対になりやすい。結果として、利害関係者が自身への影響
を考慮し、先送りを求めることから、これに応じた選択がなされやすい。こ
の点で、全体の資源管理を総括する唯一の主体である首長が改革に取り組む
動機をもつとされる（金井 2010：153）。
　こうした中で、減量型行政改革のうち、職員数削減を対象として、自治体
が取り組む要因を明らかにしようとする本稿の視点は大きく 3 つに分けるこ
とができる。
　1 つ目は職員数削減と国の地方行財政運営に対する方針の関係を明らかに
することである。国は、先述のとおり、たび重なる通知を発出し、自治体に
行政改革大綱等の策定を指導してきた。さらには、ラスパイレス指数を用い
た給与制度の是正、定員管理の適正化等を促してきた。一方、自治体側から
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5 自治体の財政状況が厳しい中で、行政改革としてスクラップアンドビルトの
重要性とともに、職員の定員管理の必要性を論じるものが多く（松下 2003、
西尾 2013:110-111）、今後の自治体運営において行政改革は重要といえる。
みれば、自ら職員数削減を主導する場合は関係者への説明が容易でないが、
国の通知を踏まえる場合は、他の自治体も同時に取り組むほか、改革の責任
を国に転嫁できるなど、国という外圧の利用が可能となる（金井 2010：156-
157）。
　また、05 年通知は、具体的な削減目標の設定にくわえ、2003 年に制度化
された指定管理者制度の導入を促す内容となっていた。縦割りの個別法の規
律密度が高く、特に許認可等に係る事務のアウトソーシングが容易でない中
にあって、公の施設の使用許可を含めて、事務を外部化できる仕組みの導入
等は、職員数削減の促進要因の 1 つになる。さらに、自治体財政においては、
課税自主権が制限され、地方交付税や国庫補助負担金等が歳入の大きな割合
を占めており、国の移転財源が減れば、人件費の削減等をめざした職員数削
減に着手せざるを得ない状況に追い込まれる。
　こうした国の地方行財政運営に対する方針が職員数削減に与える影響を分
析するのが 1 つ目の視点である。
　2 つ目は職員数削減と、財政状況の関係を明らかにすることである。行政
改革は、利害関係者の調整が難しく、先送りされがちであるとしても、財政
状況が一定の水準を超えれば、抜本的な対応を余儀なくされる。1 つ目の視
点とも関連するが、旧地方財政再建促進特別措置法の実質赤字比率や地方
公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率等の基準を超
え、実質的な破産状態となり、さまざまな指導を国から受けながら改革を行
わなければならない事態は避けたいと考えることも想定される。こうした財
政状況を表す指標を取り上げ、当該数値が職員数削減に与える影響を分析す
るのが 2 つ目の視点である。
　3 つ目は職員数削減と、首長の属性・政治状況等の関係を明らかにするこ
とである。首長が当該自治体の職員であった場合は、過去のしがらみ等から
自由ではありえず、自治体として抜本的な改革に取り組むことは容易ではな
い。実際、当該自治体職員出身は財政再建策として予算規模の削減よりも基
金を取り崩す傾向にある（河村 2008：113）。一方で、中央官僚等の場合には、
過去のしがらみにとらわれず、改革に取り組むことが可能とも考えられる。
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とりわけ、自治制度を所管する総務省（旧自治省）出身の知事は歳出を抑制
する傾向にある（砂原 2006：175、砂原 2011：87）。
　そして、首長は就任から年数を重ねるにつれ、自らの政策運営にしがらみ
を抱えるようになることや、減量型行政改革は数年を経るうちに効果が上が
らなくなること（金井 2010：147）等から、就任当初と比較すると、職員数
削減が進まないことも考えられる。
　また、金井のいうように行政改革に取り組む動機は首長のみがもつとして
も、首長が選挙の際に職員組合や支持母体を組合とする政党の支援を受けて
いる場合には、職員数削減には消極的にならざるを得ない。さらに、首長が
議会で少数与党の場合、改革に対する議会の支持を得ることが困難で、改革
がとん挫することも想定され、改革の実施と首長を取り巻く政治状況等は無
関係ではありえない。
　こうした首長の属性・政治状況等と職員数削減の関係を分析するのが 3 つ
目の視点である。
　
1. 2　先行研究
　自治体の政策決定については、高齢化の進展、人口の増加等、行政需要の
変化に対応して行われていると解するのが一般的であろうが、実際には、政
治状況、国の指導等さまざまな影響を受けている。このため、土木費、教育
費といった特定の費目が歳出総額に占める割合を取り上げ、それを規定する
要因を明らかにする研究が行われてきている。
　このうち、計量分析に関わる研究として、647 の市町村の財政支出の決定
要因のうち、社会経済的要因と政治的要因について分析した飽戸・佐藤（1986）
がある。その後、さまざまな研究が行われているが、ほとんどが都道府県を
取り上げ、歳出構造、特に民生費、土木費といった目的別歳出を対象とし、
また、首長の党派性や議会の会派構成等に着目している（曽我・待鳥 2001、
名取 2004、曽我・待鳥 2007）。このように都道府県については研究成果が蓄
積されてきているが、市町村については、飽戸・佐藤（1986）以外は、近藤
2011 など限定的となっている。
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　また、行政改革については、大まかに①人件費の削減、職員定数・実数
の削減、給与水準の引き下げ等の「減量型行政改革」、②行政システム・仕
組み自体を改革の対象とする「行政経営システム改革」、③地域社会全体を
含めて、トータルに公共サービスの改革を行う「地域経営改革」の 3 つに分
類でき（金井 2010：146-149）、一般的に行政改革というと、①の減量型行
政改革を指すことが多い 6。このうち、①については、アンケート結果を用
い、市を対象に財政再建政策としての人件費抑制政策や、民間委託等の効率
化政策の採用の規定要因を明らかにしたもの（河村 1998、河村 2008）があ
る。また、②について、加藤 2005 は、アンケートを得点化したデータを用
い、市区を対象に、透明度、効率化度、住民参加度、利便度等、行政システ
ム全般の改革と政治的特性や財政状況にもたらす影響を計量的に分析してい
る。このほか、中村 2009 は、分権改革前後の組織変容について、都市自治
体を対象としたアンケート調査を用いた分析を行っている。
　このように自治体の政策決定に係る先行研究のうち、財政支出に係るもの
は都道府県が中心である一方、行政改革に係る計量分析は、市等を対象とし
て、アンケート調査のデータを用い、行われている。
　こうした中で、本稿は、アンケート調査ではなく、統計データを用い、ま
た、基礎自治体でありながら、行政改革の指標として用いる職員数が長期に
わたって入手可能な指定都市を対象とする。
　
2　本稿の研究対象、対象期間
　本稿では、研究対象を指定都市としている。この理由は大きく 4 点あり、
1 点目が、自治体の政策決定要因の分析では、都道府県が主となっている中
で、指定都市という基礎自治体を取り上げることで、研究の積み重ねに一
定の貢献ができるためである。2 点目が、現在の指定都市の人口は全国の約
20％を占めており（北村 2013：ⅰ）、研究成果が与えるインパクトも大きい
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6 自治省関係者の著書等からも民間委託等による人件費の削減が主要なテーマ
として取り上げられており、行政改革の中心が減量型行政改革であることの
証左といえる（坂田 1985、坂田 1996、坂田 2006）。 
と考えるためである。3 点目が、指定都市は、地方自治法に基づき都道府県
と同様に許認可等を直接大臣から受けており、基礎自治体でも、国の指導の
影響がより表れやすいと推定されるためである 7。4 点目が、指定都市は基
礎自治体として生活に密接な市民サービスの提供を多く担っており 8、改革
の市民生活に与える影響は大きく、その実施は容易でないことから、指定都
市の改革を分析することで、他の市町村にも一定の示唆を得られると考える
ためである。
　さらに、消極的な理由として、本稿で用いる職員数の調査は全自治体を対
象としているものの、公表されている個々の自治体に関するデータとしては、
全国ベースでは、都道府県と指定都市のものに限られているためである。
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7 大都市である指定都市への指導は厳しく行われる場合もある。例えば、田村
は、宅地開発指導要綱の制定に関する国の指導について次のように述べてい
る。「大都市である横浜市が、要綱制定に踏み切ったことの影響は大きかった。
（中略）県と同様の権限をもっている政令指定都市が要綱を制定すると、法令
との関係で問題が多いのである。さっそくに、建設省から呼びだしがかかった。
実情を聞きたいというのである。部屋に入るが早いか、『いつから横浜市は独
立国になったのかね』といわれた」（田村 1983：118）と回顧している。こう
した事例は、大都市である指定都市は、法令の権限も大きく、国の指導が強
く表れることを示していると考えられる。
 　そして、過去を振り返れば、東京市・大阪市・京都市では官選の府知事が
市長を兼ねていたが、1898 年の特例廃止により、市会が選出した市長が認め
られるようになった。その後、大都市により特別市運動が進められる中にお
いても、政府は、大都市が国家的に重要であることを重視し、その設置とと
もに長を官選に戻すべきであると主張していたという（砂原 2012：21-23）。
このように戦前にみられた大都市を重視する国の姿勢からも、大都市である
指定都市への国の指導が大きくなることが推察される。
8 かつては、指定都市の事務権限については、「事務権限上の特例については、
その処理に要する職員数からみてせいぜい一般市のおよそ 1.1 倍程度であり、
大きなウェイトを占めていず」（神奈川県 1990：91） 、「地下鉄・バス等の交
通事業、都市開発などの法定外の事務事業が拡大し、一般市との格差が拡大
している」（礒崎 2003：58）といわれていた。しかしながら、分権改革に伴う
権限移譲等もあり、「概括的に言えば、政令指定都市は都道府県の八割程度の
権能があ」り、「住民サービスに直結する事務のほとんどは政令指定都市に移
譲されている」（北村 2013：80-89）。 
　そして、後述する対象期間の中で、必要なデータの把握が可能であるのは、
1985 年時点で指定都市に移行していた 10 市 9 であることから、この 10 市に
限定して分析を行うこととする。
　また、分析の対象期間は、国が行政改革大綱策定の指導を開始する 1985
年度から 2014 年度までの 30 年間としている。これは、国が行政改革に関す
る計画的な取組を指導した最初が 85 年通知であり、当該通知発出を含めた
期間の動向を見ることで、本稿の視点の 1 つである職員数削減と国の地方行
財政運営に対する方針との関係を明らかにすることができると考えるためで
ある。さらに、この 30 年間について、分権一括法が施行された 2000 年の地
方分権改革を境として前期、後期の 2 つの時代に区分し、分析を進める。
　そして、一般的に行政改革の概念は大変広いが、本稿では、財政が厳しい
中で行われる減量型行政改革のうち、職員数削減を対象として分析を進める。
この点について、例えば、首長選挙において、候補者からしばしば公務員批
判が行われるように、市民も含め、職員数削減に積極的な議論もあり、市民
に痛みを強いる減量型行政改革の中で職員数削減を取り上げる妥当性につい
ての指摘もありえる 10。
　しかしながら、①職員が事務の実施を担っていることからすれば、指定管
理者制度や民間委託の導入にも限界があり、職員数削減が最終的には事務の
廃止に結び付き、市民サービスにも影響が及ぶ可能性もある。また、②公立
保育所の民営化について利用者から訴訟が提起される等、公務員によるサー
ビス提供への住民ニーズは高く、民間活用による職員数削減であっても、サー
ビス低下につながる懸念が示されることが多い 11。
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9 10 市は、札幌市、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、
北九州市、福岡市となっている。
10 政治家から公務員批判がしばしばなされるが、実際に公務員バッシングが雑
誌記事・論文に登場するのは 2005 年になってからとされ（中野 2013：29）、
2000 年代以前には公務員批判は少なかったと考えられる。 
11 川崎市立保育園に指定管理者制度を導入したことについて、保護者からその
処分を取り消す訴訟が提起される（横浜地裁平 19.3.29 東京高裁平 19.3.29）など、
公務員による市民サービスの提供への期待は高い。
　さらに、統計データという点では、③総務省（旧自治省）が定員管理調査
を行っており、同一の基準で比較しやすいこと、④国からの通知でも職員管
理の適正化にたびたび言及される等、行政改革に係る代表的な指標と考えら
れることなどから、減量型行政改革を表すデータとして、市全体の職員数削
減に着目する。
　一方で、職員数削減については、職員の解雇が事実上困難であり、退職者
に相当する人員の一部不補充による対応が通常とされる中で、市長等の意向
を即座に反映するのは困難との疑問が呈される可能性もあるが、こうした点
も含めて、以下で検討していく。
　
3　指定都市の職員数削減の状況とその要因
3. 1　職員数削減の状況
　終身雇用が一般的とされてきた我が国の雇用形態においても、自治体と企
業の取扱いは異なっている。自治体の職員は一種の身分として採用され、そ
の身分取り扱いは地方公務員法で規定されており、営利企業への従事をはじ
め、さまざまな制限が課されている。一方で、身分保障がなされ、懲戒処分、
分限処分等に該当する場合以外は、企業でいう解雇に当たる免職処分を行う
ことはできない 12。
　このため、自治体職員は備品にもたとえられ（大森 1995：128）、行政改
革により職員数を減らし、人件費を抑えるとしても、定年退職者相当数の新
規採用は行わず、一部を不補充とするといった手法がとられることが通常と
なっている。特に、若手職員の採用による組織活力の維持等、年齢別の職員
構成に配慮すれば、新規採用を抑制しながら、退職者の一部を不補充とする
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12 実際、総務省の平成 27 年度における地方公務員の懲戒処分等の状況（平成 27
年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日）によれば、職制等の改廃等により過員等を
生じた場合を含め、分限免職処分を受けた数は 181 人にすぎず（2017 年 5 月
2 日閲覧 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei11_02000074.
html）、平成 27 年度の地方公務員数は、総務省の定員管理調査によれば 273
万 8 千人であり、この 0.06％に過ぎないことからもこうした実態は伺いしれる。
ことで、徐々に職員数を減らさざるを得ず、職員数の削減にはより長期間を
要することになる。
　ここで、図 1 に前年度比での指定都市の職員数の増加率の推移を示した。
網掛け部分は国の指導により行政改革大綱等の策定が求められた期間を示し
ている。
　85 年通知を踏まえた時期では、プラスとなる年があり、その後、景気の
影響等もあると考えられるが、増加率はプラスとなり、94 年通知、97 年通
知を踏まえた期間では、再びマイナスとなる。こうした削減傾向は、指導対
象でない期間も継続され、さらに、05 年通知を踏まえた期間でも継続して
いる。
　このように、バブル経済の時期に一時的に増加傾向となったものの、全体
として職員数は減少傾向にあり、2000 年度以降、特に顕著となっていると
いえる。
　なお、行政改革大綱等の対象期間である網掛け部分に着目すると、1986
年度や 2006 年度以降について、指導があるにも関わらず、増加率が逆に上
昇している年度もあり、増加率には、国の指導以外の要因も影響していると
考えられる。このため、後述する要因も含め、職員数増加率への影響を分析
していく。
　また、増加率が毎年度変化していることから、職員数削減は退職者の一部
不補充を基本に行われるとしても、一定の範囲内で、環境変化に応じた対応
が行われていると考えられる。
3. 2　職員数削減の要因
　自治体が住民に提供する行政サービスには、福祉サービス、公共施設の利
用、公証等さまざまなものがある。そして、自治体の財源が不足した場合に
とりうる対応として①現在のサービスの供給量を削減し、あるいは質を下げ
る、②増税等によって、それに充てる財源を調達する、③要求されるサービ
スの質量を減らすことなく、かつ現在の財源の範囲内で、サービスの生産・
供給過程を効率化するという 3 つがある。③については、ムダを省き、効率
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化を図ることには限界があるものの、わが国の行政改革は③を中心に実施さ
れてきた（森田 2012：6）。
　また、地方財政制度については、地方分権の流れの中で地方債の発行が許
可制から協議制、届出制へ移行する等、緩和されている部分もあるが、全体
としてみれば、中央政府の関与が非常に強く、自治体の歳入面での裁量は非
常に小さい。実際、その財源は、地方交付税等を通じた財源の補てん、地方
債に対する国の暗黙の保障等により確保され、地方財政計画をベースとした、
護送船団（外川 2001：53、喜多見 2010）ともいわれる制度となっている。一方、
課税自主権については、超過課税や法定外普通税、法定外目的税等が制度的
には認められているが、限定的にしか活用されていない。このため、財政学
で一般的に言われる「量出制入の原則」に基づく運営でなく、基本的に歳出
削減主体の財政収支均衡策を取らざるを得なくなっている（小西 2002：46-
47、喜多見 2010：4-5）。結果として、②の活用は困難となっている。
　この③を実施するための手段として、自治体では、給食、清掃等の現業部
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図 1　指定都市の職員数の増加率の推移
（出典：定員管理調査、市町村決算状況調べから筆者作成）
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門を中心に、職員数削減に直接結び付く業務の民間委託が行われてきた。近
年では、1999 年 9 月の民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進
に関する法律（PFI 法）の施行、2003 年 9 月の改正地方自治法による指定
管理者制度の導入、2004 年 4 月の地方独立行政法人法の施行等により、自
治体の事務を民間等にゆだねる手法が多様化してきている。また、委託・委
任による事務執行は、自治体職員による直接執行と比較して、コスト削減が
可能となることが指摘されている（坂田 1985、坂田 1996、坂田 2006 等）。
　こうした点を踏まえれば、図 2 のように、一般企業と同様に、歳入不足が
発生した場合等に対して、そのかい離を埋めるために、職員数削減が行われ
るのが通常といえよう。一方、自治体の場合、歳入の大きな割合を国からの
移転財源が占めており、その削減等が職員数削減を加速させることや、地方
行政改革については「上からの改革」という図式が定着してきたとされる中
で、国の指導が影響を与えることも想定される。さらには、公選の市長の場
合、自治体経営者としての側面とともに、政治家として現在の支持者の意向
を踏まえる等、次期選挙における再選動機が、意思決定に影響を与えること
も考えられる。
　このため、本稿では、視点で示したように職員数削減に与える要因として、
国の指導や国庫補助負担金の削減といった❶国の地方行財政運営に対する方
針、❷自治体の財政状況、❸市長の属性・政治状況等を取り上げ、分析を行う。
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図 2　自治体職員の削減の要因
（出典：筆者作成）
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3. 2. 1　国の地方行財政運営に対する方針
　表 1 に示したように、国から自治体に行政改革を求める通知がたびたび出
されてきており、この中では行政改革大綱の策定等が指導されてきた。
　この指導では、行政改革大綱等の策定のみならず、それを公表することや、
議会の意見への配慮などが指導されてきた 13。一方で、総務省（旧自治省）は、
自治体の行政改革大綱等の策定や実施状況を公表し、議会や市民の関心を集
めることで、自治体としても行政改革に取り組まざるを得ないような状況を
作ってきた 14  15。
　このように計画の策定、公表等がセットで行われ、その取組状況について
他都市比較がなされることで、大綱等の対象期間は、一定の職員数削減に取
り組む動機付けがなされていたと考えられる。
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13 1985 年通知では大綱策定に当たっては、議会はもとより民間有識者、住民等
の意向が十分反映されるよう配慮すること、1994 年通知でも行政内部の検討
のみに止まらず住民の代表者等からなる行政改革推進委員会等を設置し、当
該委員会の審議や意見等を踏まえることとするとともに、住民の意識調査な
どを通じて住民の意見を反映するよう配慮すること、公報に登載すること等
により住民に公表することなど、住民への情報開示等が指導されている。 
14 例えば、2005 年通知に基づく集中改革プランは、「集中改革プラン及び
18 年指針の取組状況」として公表されており（http://www.soumu.go.jp/
iken/101109.html）、こうした公表等により、他都市と比較参照されることで、
伊藤 2002 が指摘するように、取組が普及していった側面もあると考えられる。
15 1960 年代半ば以降、自治体が人材確保の観点と、首長の選挙母体である職員
組合の主張を受け入れることが多くなり、職員の大幅な待遇改善を行ってき
た。こうした動きに対し、自治省は 1974 年からマスコミを通じてラスパイ
レス指数の高い自治体名の公表に踏み切り、世間の関心・批判が急速に高ま
り、1975 年春の統一地方選挙では、地方公務員給与が 1 つの大きな争点とな
り、また地方公務員の高額給与是正を求める住民運動も盛んになった（稲継
2000：187）。
 　このように自治体においては他都市の状況が明らかになることで比較参照
され、住民からの是正の声が大きくなることもあり、行革大綱等の計画の公
表を自治体に指導するとともに、その成果を自治省が公表することで、自治
体の取組を誘導していた側面もあるといえる。
表 1　自治体への行政改革に係る通知の概要
名称 重点事項等
地方公共団体における行政
改革推進の方針（地方行革
大綱）の策定について
（1985 年 1 月 22 日）
①事務事業の見直し、②組織・機構の簡素合理化、③給与の適
正化、④定員管理の適正化、⑤民間委託、OA 化等事務改革の
推進、⑥会館等公共施設の設置及び管理運営の合理化、⑦地方
議会の合理化
地方公共団体における行政
改革の推進のための指針の
策定について
（1994 年 10 月 7 日）
①事務事業の見直し（民間委託の推進等）、②時代に即した組織・
機構の見直し、③定員管理及び給与の適正化の推進、④効果的
な行政運営と職員の能力開発等の推進、⑤行政の情報化の推進
等による行政サービスの向上、⑥会館等公共施設の設置及び管
理運営
地方自治・新時代に対応し
た地方公共団体の行政改革
の推進のための指針
（1997 年 11 月 14 日）
①事務事業の見直し（民間委託の推進等）、②組織・機構関係、
③外郭団体関係、④定員及び給与関係、⑤人材の育成・確保関
係、⑥行政の情報化等行政サービスの向上関係、⑦公正の確保
と透明性の向上関係、⑧経費の節減合理化等財政の健全化関係、
⑨会館等公共施設関係、⑩公共工事関係、⑪広域行政関係
地方公共団体における行政
改革の推進のための新たな
指針
（2005 年 3 月 29 日）
①事務・事業の再編・整理、廃止・統合、②民間委託等の推進
（指定管理者制度の活用含む）、③定員管理の適正化（過去 5 年
間の総定員の削減率 4.6％を上回る目標の設定）、④手当の総点
検をはじめとする給与の適正化（給与表の運用、退職手当、特
殊勤務手当等諸手当の見直し等）、⑤市町村への権限移譲、⑥
出先機関の見直し、⑦第三セクターの見直し、⑧経費削減等の
財政効果、⑨その他
（出典：各通知から筆者作成）
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図 3　指定都市の国庫支出金の歳入に占める割合の推移
（出典：市町村決算状況調べから筆者作成）
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　また、自治体への国庫補助負担金については、第 2 次臨時行政調査会答申
や行政改革会議を踏まえ、1980 年代中盤から補助率の見直しがなされ、削
減されてきた。こうした中で、国庫支出金の歳入に占める割合の推移を図 3
に示した。
　1985 年度から 1991 年度までは削減傾向にあったが、それ以降、増加傾向
に転じている。
3. 2. 2　財政状況
　図 4 に経常収支比率の推移を示した。
　総務省（旧自治省）の指導として、経常収支比率は、「少なくとも 75％程
度におさまることが妥当と考えられ、これが 80％を超える場合は、その財
政構造は弾力性を失いつつあると考えてよい」（自治省財政局指導課 1969）
とされてきた。しかしながら、図 4 からわかるとおり、扶助費の増加等に
より当該値を大きく超えている状況にある。特に、2000 年代以降、臨時財
政対策債を含まない数値では平均値も 100 を超えており、2009 年度以降は、
最小値も 100 を超え、硬直化が顕著なことを指摘できよう。
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図 4　経常収支比率（臨時財政対策債含まず）の推移
（出典：市町村決算状況調べから筆者作成）
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　この経常収支比率は、人件費を含む義務的経費を経常的な歳入で賄ってい
る比率であり、その上昇は人件費の抑制、職員数削減に結び付く側面もある
と考えられる。
3. 2. 3　市長の属性・政治状況等
3. 2. 3. 1　市長の前職
　図 5 に、1985 年以降の指定都市の市長の前職を示した 16。前職は、職
員 17、自治官僚 18、中央官僚 19、議員 20、その他 21 に分けて分類している。
1999 年までの前期は、およそ半数で職員出身の市長が占めていること、中
央官僚出身が比較的多いことが指摘できよう。
　また、2000 年からの後期は、前期と比較して、職員出身の市長が減少し
ていくほか、議員出身、さらにはいずれのカテゴリーにも属さないその他出
身の市長が増加してくる。
　このように、職員出身の市長は 2000 年以降減少してきており、職員の場合、
自らが関係しながら、推進してきた政策・施策を否定することが困難である
が、そうしたしがらみをもたない議員やその他の出身の市長の場合には、既
往の政策・施策に縛られることなく、改革を断行することが可能とも考えら
れる。
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16 この図は 10 月 1 日現在で作成している。 
17 職員のカテゴリーは当該市の職員として採用され、副市長（助役）等を経て、
市長に就任した場合を指す。なお、前職があっても通常のルートで職員とし
て採用された場合はこのカテゴリーに入れている。
18 自治官僚は、自治省または総務省の職員を経て、市長に就任した場合のカテ
ゴリーであり、いったん当該市の副市長（助役）等に就任した場合もこのカ
テゴリーに含めている。また、仙台市長を務めた石井亨もいったん宮城県職
員を務め、市長に就任しており、このカテゴリーに入れている。
19 中央官僚には、自治（総務）省以外の省庁出身を分類している。 
20 議員には、当該市の市議会議員のほか、国会議員等も含む。 
21 いずれのカテゴリーにも属さないものをその他として扱っている。大阪府知
事を務めた橋下徹、大阪市立大学から市助役を経て大阪市長を務めた磯村隆
文はこのカテゴリーに入れている。 
3. 2. 3. 2　市長の支持政党
　市長の支持政党については、当選後に変化し、その政策決定に影響を与え
る場合もあると考えられるが、それを 30 年にわたり把握することは困難で
ある。このため、支持政党は、当該任期中は変化しないものとして取り扱い、
曽我・待鳥 2007 等を参考にしながら、次のカテゴリーに分類した。
① 自民・中道：自民党の支持を受け、かつ社会党、共産党、民主党を除く
どれかの政党の支持を受けている場合
② 公明単独：公明党単独の場合
③ 相乗り：自民党の支持を受けており、かつ社会党、共産党、民主党のい
ずれか一つ以上の支持を受けている場合
④ 民主系：民主党の支持を受けており、自民党の支持を受けていない場合
⑤ 革新・中道：社会党と共産党のいずれか、あるいは両方の支持を受けて
おり、かつ自民党、非自民保守政党、民主党以外のいずれかの政党の支
持も受けている場合
79
指定都市の職員数削減の取組 ― その決定要因をめぐって ―（鈴木　洋昌）
図 5　指定都市市長の前職
（出典：各都市ホームページ等から筆者から作成）
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職員 自治官僚 中央官僚 議員 その他
⑥ 革新：社会党と共産党のいずれか、あるいは両方の支持を受けており、
他の政党の支持を受けていない場合
⑦ 無党派：いずれの支持も受けていない場合
⑧ その他：地域政党（減税日本等）の単独の支持を受けている場合
　こうした支持政党の推移を図 6 に示した。前期のはじめは、革新ブームが
過ぎ去り、自民・中道とともに、相乗りが多数を占め、1995 年以降、全数
が相乗り市長となる。
　そして、後期は、無党派、民主系が増加し、特に、民主系の国政での躍進
の影響と考えられるが、2010 年には 7 の指定都市で民主系が市長を務める
ことになる。さらに、減税日本、維新の会等、地域政党の公認を受けた市長
や、無党派市長が増加し、民主系の市長は減少していく。このように後期に
ついては、市長の支持政党が大きく変化する。
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図 6　指定都市市長の支持政党の状況
（出典：全国首長名簿各年版から筆者作成）
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4　計量分析
4.1　計量分析に用いる変数
　被説明変数である職員数については、当該年度と翌年度の 4 月 1 日の数値
を比較した増加率を用いる。
　この職員数増加率の説明変数として、❶国の地方行財政運営に対する方針
については①行政改革大綱等の策定の対象期間となっているか否か（85 年
通知は 1985 年度からの 3 年間、94 年通知・97 年通知は 1995 年度からの 6
年間、05 年通知は 2005 年度からの 5 年間を対象期間）、②歳入に占める国
庫支出金の割合を用いる。❷自治体の財政状況については①財政力指数 22、
②経常収支比率 23、③市税収入の増加率、❸市長の属性・政治状況等につい
ては①前職 24 と、②支持政党、③議会における与党比率、④当選回数、⑤
当選時の得票率を取り上げる。❶①の国の指導、❸①の市長の前職、②支持
政党は、ダミー変数を設定し、分析を行う。このうち、❷③は前年度から当
該年度の増加率を当該年度の数値として採用している 25。また、②支持政党
は、既にみたとおり、自民党単独がない中で、自民・中道を①自民系とする
一方、民主系、革新・中道、革新を②組合系、そして③無党派についてダミー
を設定している。これは職員組合の影響等が職員数削減にどのような影響を
与えるのかをより明確に分析できると考えるためである。
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22 財政力指数、経常収支比率は当該年度の数値を用いている。 
23 経常収支比率については、減収補塡債（特例分）及び臨時財政対策債を経常
一般財源等から除いた数値を用いている。
24 市長の経歴については 10 月 1 日を起点としており、当選回数は就任直後から
それぞれ 1 とカウントし、任期途中で自ら退職し、再度選挙戦に挑む場合は
当該選挙後に 2 とカウントした。また、得票率は起点時の直前の選挙のもの
を用いている。 
25 職員数削減の数値と比較すると、一年間のタイムラグを設定していることに
なるが、職員数が 4 月 1 日という点を対象としているのに対して市税収入は 1
年間を対象としており、また、職員数の決定は翌年の 4 月 1 日の前にすでに
行われることから翌年度の税収を参照することは考えにくいためである。
　こうした説明変数にくわえ、社会経済状況を示すものとして、国会図書館
の検索を用い、行政改革に関する雑誌等の❹記事の掲出件数を取り上げる。
❹記事に多く取り上げられた場合は、市民の行政改革に対する理解がより高
まり、改革が受容されやすくなる可能性があると考えるためである。
　この変数のうち、ダミー変数以外の記述統計、出典は表 2 の通りとなって
いる。
表 2　記述統計量等
職員数
増加率
国庫支出金
の普通会計
歳入に占め
る割合
財政力
指数
経常
収支比率
税収の
伸び率 与党比率 市長任期
市長選挙
得票率
記事の
掲載件数
平均 -0.9％ 13.5％ 0.8234 91.6 0.0175 0.5168 2.12 58.6％ 174.9 
中央値 -0.6％ 13.5％ 0.8000 92.1 0.0140 0.5938 2.00 56.6％ 121.5 
最小値 -17.0％ 6.1％ 0.5700 66.0 -0.1124 0.0000 1.00 34.9％ 23.0 
最大値 2.2％ 22.5％ 1.1000 115.6 0.1346 1.0000 5.00 95.7％ 903.0 
標準
偏差値 1.7％ 3.4％ 0.1389 13.0 0.0408 0.2756 1.15 14.7％ 180.6 
出典等 総務省
（自治省）
定員管理
調査各年
版
市町村決算
状況調各年
版を用い
筆者作成
市町村
決算状況
調各年版
市町村別
決算状況
調各年版
の経常収
支比率の
うち、臨
時財政対
策債の発
行枠等を
含まない
数値
市町村別
決算状況
調各年版
を用い筆
者作成
全国首長
名簿を用
い、市長
を推薦・
支持した
会派の議
員するか
ら筆者が
計算
全国首長
名簿を用
い筆者が
計算
全国首長
名簿
国会図書館の
http://www.
ndl.go.jp
から行政改革を
検索し、年別の
掲出件数を活用
（2016 年 12 月 6
日閲覧）
（出典：筆者作成）
4. 2　計量分析の結果
　先述の説明変数、被説明変数を用いて、ランダム効果モデルにより分析を
行った結果が表 3 である 26。
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26 後期では F 検定により、時間や個体が影響を及ぼさず、等分散の仮定を満たし、
通常の OLS で推定可能との結果であったが、通期、前期では F 検定、ハウス
マン検定により、ランダム効果モデルと固定効果モデルを比較した場合ラン
ダム効果モデルが適切との結果であり、それぞれ異なる推計法でなく、ここ
ではすべてでランダム効果モデルの結果を示した。
表 3　計量分析の結果
　 通期 n=10,T=30,N=300 前期 n=10,T=15,N=150 後期 n=10,T=15,N=150
職員数増加率
決定係数 0.32435 決定係数 0.51325 決定係数 0.2114
係数 P 値 係数 P 値 係数 P 値
❶
① 国指導ダミー -0.00374 0.0523 ＋ -0.00194 0.2016 　 -0.00971 0.0193 *
② 国庫支出金割合 -0.00726 0.8657 　 -0.01478 0.6062 　 -0.12809 0.2074 　
❷
① 財政力指数 0.03512 0.0122 * 0.01473 0.0994 ＋ 0.07888 0.2059 　
② 経常収支比率 -0.00073 0.0000 ** -0.00023 0.0592 ＋ 0.00059 0.2078 　
③ 市税増加率 0.00589 0.8136 　 0.00440 0.7452 　 0.01734 0.7642 　
❸
①
職員ダミー -0.00794 0.0133 * -0.00159 0.4276 　 -0.01377 0.1209 　
自治官僚ダミー -0.00982 0.0433 * -0.00287 0.4586 　 -0.01343 0.2494 　
中央官僚ダミー -0.00511 0.1572 　 -0.00044 0.8366 　 -0.01991 0.1139 　
議員ダミー -0.00318 0.3416 　 -0.00314 0.3243 　 -0.00271 0.6757 　
②
自民系ダミー -0.00387 0.2226 　 0.00308 0.0645 ＋ -0.02141 0.0263 *
組合系ダミー -0.00193 0.5685 　 0.00271 0.2009 　 -0.01570 0.0604 ＋
無党派ダミー 0.00215 0.6096 　 -0.00653 0.2152 　 -0.01283 0.1082 　
③ 与党比率 -0.00793 0.1566 　 -0.01260 0.0040 ** -0.01169 0.2336 　
④ 当選回数 0.00125 0.1340 　 0.00059 0.1595 　 0.00621 0.0119 *
⑤ 得票率 0.01250 0.1232 　 0.00587 0.2150 　 -0.04463 0.0893 ＋
❹ 記事 0.00000 0.4018 　 -0.00001 0.0056 ** 0.00005 0.3352
※ P 値の右側の記号は ** は 1％、* は 5％水準、＋は 10％水準でそれぞれ有意なもの
（出典：筆者作成）
　この結果、❶①国の指導は、通期、後期で有意となっており、とりわけ後
期の係数が大きくマイナスとなっている。後期は、05 年通知において 4.6％
以上の削減目標の設定とともに、指定管理者制度等の活用が具体的に位置づ
けられており、国の指導にくわえ、事務を外部化し、職員を削減する手法が
用意されたことも大きい。一方、前期は有意な値を得ることができなかった。
この要因として、国の指導があったとしても前期は具体的な削減目標が指導
されなかったこと等が想定される。また、②国庫支出金割合についても同様
に有意な値を得ることができなかった。
　❷財政状況は、①の財政力指数は通期、前期では有意にプラスであり、ま
た、②経常収支比率も、通期、前期で有意にマイナスとなっている。①から
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は財政力のある自治体で職員数削減が行われにくかったこと、②からは経常
収支比率には人件費率が直接影響し、当該比率が高い場合には職員数削減に
取り組むことが指摘できる。一方、③市税増加率と職員の増加率は有意な値
を得ることができなかった。
　さらに、❸市長の属性・政治状況等として、①前職について、自治官僚出
身は「歳出を抑制する（砂原 2011：87）」とされる中で、自治官僚は通期で
有意にマイナスとなっているほか、職員でも有意なマイナスの値となった。
係数は自治官僚のほうがより大きなマイナスの値となったものの、職員出身
であっても削減に取り組む傾向にあることが指摘できた。さらに、②支持政
党は、自民党系について前期・後期でそれぞれ異なる符号を示し、組合系で
もマイナスの値となり、本稿の視点とは異なる結果となった。また、③与党
比率は、前期について有意にマイナスの値となった。さらに、④当選回数は、
後期で有意にプラスの値となった。先行研究での「当選回数を重ねた首長の
いる自治体で人件費抑制策が多く採用される傾向にある」（河村 2008：109）
との指摘とは異なる結果であったものの、本稿の当選回数を重ねるにつれ、
改革に取り組みにくくなるという視点とは整合的な結果となった。⑤得票率
は、後期についてはマイナスを示しており、後期は与党比率が低くなる中に
あって、住民の支持を得て、得票率が高い場合には職員数削減に取り組む構
図が指摘できる。
　❹記事の掲出件数について、前期は有意なマイナスの値となった。この時
期に第 2 次臨時行政調査会の動きをはじめ、さまざまな媒体で行政改革が取
り上げられ、受容されやすい環境となっており、職員数削減につながってい
たものと推察される。
　
5　得られた知見と課題
　本稿では、職員数削減に取り組む要因として、計量分析を用い、❶国の地
方行財政運営に対する方針については 2000 年の分権改革以降であっても、
国の指導に基づき職員数削減を進めていること、❷財政状況については財政
力指数が高いほど、職員数削減に消極的であること、経常収支比率の上昇に
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よる硬直化等が職員数削減につながること、❸市長の属性・政治状況等につ
いては職員出身でも取り組まれているが、自治官僚出身でより積極的である
こと等が指摘できた。
　このように、職員数削減は、国の指導の影響が大きいことにくわえ、改革
に取り組む要因を一定程度、明らかにできた。特に、2000 年の地方分権改
革以降であっても、市長を中心に自立的な改革に臨むという形よりも、むし
ろ「上からの改革」という側面が依然として強いことが指摘できた。
　一方、❶国の地方行財政運営に対する方針、❷財政状況については本稿の
視点で示した考えが一定程度支持された形となったが、❸市長の属性・政治
状況等については、異なる結果が多く示された。また、分権改革以前につい
ては国の指導との関係を見出すことはできなかった。
　くわえて、後期における国の指導では指定管理者制度や地方独立行政法人
の制度が導入されたことも削減に影響を与えていると推察される中で、職員
数の削減も一定の限界を迎えているとも考えられる。このため、具体的にど
のような手法が職員数削減に寄与してきたのかについては事例も踏まえなが
ら仔細に検討していく必要がある。
　さらに、本稿で用いたモデルでは、2000 年の分権改革以前では決定係数
も 0.5 を超え、一定の説明力をもっていると考えられるが、後期では 0.2 程
度と低くなっている。このため、他の要因を考えていく必要がある。
　こうした点については、引き続き検討課題としたい。
　また、本稿で得られた知見を単純化していえば、国の指導、厳しい財政状況、
自治官僚出身の市長という他律的な要因により、職員数削減に取り組まれた
といえ、何らかの行政運営への示唆を求めることは難しい。あえて挙げると
すれば、国の指導のうち、情報の開示等により、他都市と比較参照されるこ
とが職員数削減につながったことが指摘できる。このため、自治体として、
職員数をはじめとする行政改革に関する情報、さらには財政状況を、議会
や市民に積極的に発信し、共有していくことが不断の改革の継続につながっ
ていくと考えられる。特に、2000 年代前半など、国の指導がない期間でも、
職員数削減が進められていたことからは、今回の分析の枠組みでは補足でき
85
指定都市の職員数削減の取組 ― その決定要因をめぐって ―（鈴木　洋昌）
なかった改革派の市長が市民の支持を得て当選し、情報を開示しながら、改
革を進めていったということも想定される。こうした事例の分析についても
引き続きの検討課題としたい。
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